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このビラ作成費は４分の１を政務活動費で賄っています

電力・ガス・食糧品等価格高騰緊急支援（１０／１０国庫負担）

対象世帯

①基準日（令和４年１０月１日）において、世帯全員の令和４年度分の市町村民税
均等割が非課税である世帯【住民税非課税世帯】

② ①以外の世帯のうち予期せず令和４年１月以降の家計が急変し、①の世帯と

同様の事情があると認められる世帯【家計急変世帯】

支給額 １世帯当たり５万円

対象世帯

スケジュール
令和４年 ９月３０日 議会議決

令和４年１１月上旬 住民税非課税世帯へ申請案内、確認書送付

１１月下旬 支給決定、登録口座に振込み開始

令和５年 １月３１日 申請受付終了

２月２８日 支給事務終了

電気・ガス・章句良品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家庭への影響が大

きい低所得者に対し、１世帯当たり５万円を支給する（令和４年９月２０日閣議決定）

世帯の種類 世帯数

住民税非課税世帯 １４，８００

家計急変世帯 ２００

合計 １５，０００

全世帯の４分の１が非課税世帯

その内７割が高齢者

予算額：７億７５４７万円

主 な 事 業 内 容 予 算 額

〇子育て世帯負担軽減給付金

物価高騰による経済的負担が増している子育て

世帯へ１世帯１万５千円を給付する（児童手当の

支給対象者）

２億４８５万円

（全額県補助）

〇農業改良普及費

肥料価格の高騰により経済的負担が増している

農業者に、肥料価格の高騰分を国が７割を支援す

る。市は１．５割を支援する。

２１３万円

〇商業振興対策費

エネルギー価格の高騰により経済的負担が増し

ている事業者への支援として、電気・ガス・ガソ

リン等が一定額以上となった事業者を支援する。

３億２９９万円

〇小中学校管理費

小中学校の個室トイレに生理用品を設置し無償

で配布する。

２４万円

合 計 ５億１０２１万円

１０月２８日（金）は各務原市臨時会
以下提出された議案

補 正 額 主 な 内 容

国交付金 ２億７９２４万円 〇新型コロナ感染症対応地方臨時交付金

県補助金 ２億 ４８５万円 〇子育て世帯負担軽減給付金

繰入金 ２６１３万円 〇財政調整基金繰入金

合計 ５億１０２１万円

①歳入

②歳出

家族構成 非課税相当限度額（収入額） 非課税相当限度額（所得額）

単身又は扶養親族がいない場合 ９７万円 ４２万円以下

扶養人数が１名の場合（２名） １４８万円以下 ９３万円以下

扶養人数が２名の場合（３名） １９０.４万円未満 １２５万円以下

扶養人数が３名の場合（４名） ２３６万円未満 １５７万円以下

扶養人数が４名の場合（５名） ２８１.６万円未満 １８９万円以下

障害者.ひとり親・寡婦の場合 ２０４.４万円未満 １３５万円以下

各務原市での住民税非課税相当の限度額（給与収入の場合）


